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来
る
12
月
4
～
7
日
、
国
立
京
都
国
際

会
館（
京
都
市
）に
お
い
て
、
第
15
回
Ｉ
Ｌ
Ｏ

ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
会
議
が
開
催
さ
れ
ま

す
。
今
回
は
、
同
会
議
の
開
催
目
的
等
に
つ

い
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
駐
日
事
務
所
に
寄
稿
を
い
た

だ
き
ま
し
た
。
な
お
、
同
会
議
は
4
月
10
～

13
日
に
開
催
予
定
で
あ
り
ま
し
た
が
、
東
日

本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
、
開
催
が
延
期
さ

れ
て
い
ま
し
た
。（
大
臣
官
房
国
際
課
）

（
会
議
の
概
要
）

　

第
15
回
Ｉ
Ｌ
Ｏ
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
会
議

は
、
お
お
む
ね
4
年
に
一
度
開
催
さ
れ
る
、

い
わ
ば
地
域
レ
ベ
ル
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
会
で
す
。
Ｉ

Ｌ
Ｏ
加
盟
国
の
う
ち
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
諸
国・

地
域（
ア
ラ
ブ
地
域
を
含
む
。
44
か
国

－注
参

照
）の
政
労
使
の
代
表
約
５
０
０
人
が
出
席

し
、
す
べ
て
の
人
が
、
自
由
、
公
平
、
保
障
、

人
間
と
し
て
の
尊
厳
が
確
保
さ
れ
た
労
働

条
件
を
享
受
す
る
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク

（
働
き
が
い
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕
事
）
の

達
成
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
に
成
し
遂
げ
た

進
展
を
検
討
し
、
今
後
4
年
間
の
当
該
地

域
で
の
活
動
の
方
向
を
決
定
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
ま
す
。
本
会
議
が
日
本
で

開
催
さ
れ
る
の
は
、
昭
和
43
年（
１
９
６
８

年
）の
第
6
回
会
議
以
来
43
年
ぶ
り
の
こ
と

と
な
り
ま
す
。

　

会
議
の
開
幕
時
に
開
催
さ
れ
る
ハ
イ
レ
ベ

ル
の
リ
ー
ダ
ー
ズ
・
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
は
、
地

域
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る「
デ
ィ
ー

セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
を
伴
う
持
続
可
能
な
未
来

の
構
築
」に
つ
い
て
の
議
論
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
会
議
で
は
、「
テ
ー
マ
別
分
科
会
」

と
い
う
形
で
、（
１
）マ
ク
ロ
経
済
政
策
、
労

働
政
策
、
社
会
的
保
護
政
策
の
調
整
、（
２
）

生
産
的
な
雇
用
、
持
続
可
能
な
企
業
、
技

能
開
発
、（
３
）労
働
に
お
け
る
権
利
と
社
会

対
話
、
の
３
つ
の
テ
ー
マ
に
つ
い
て
討
議
が

行
わ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
フ
ァ
ン
・
ソ
マ
ビ
ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務

局
長
は
、
こ
れ
ま
で
の
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域

に
お
け
る
進
展
と
残
さ
れ
た
課
題
に
つ
い

て
、
議
論
の
素
材
と
し
て
報
告
書
を
提
出
し

て
い
ま
す
が
、
さ
ら
に
そ
の
追
補
も
今
般
、

取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

（
会
議
を
と
り
ま
く
経
済
社
会
的
背
景
）

　

44
か
国
の
政
労
使
代
表
が
一
堂
に
会
す
る

本
会
議
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
社
会
経

済
基
盤
に
、
極
め
て
重
要
か
つ
ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
な
変
動
が
起
き
て
い
る
時
期
に
開
催
さ
れ

る
と
い
え
ま
す
。
ア
ラ
ブ
諸
国
を
含
む
ア
ジ

ア
太
平
洋
地
域
全
体
が
、
経
済
的
な
世
界
の

リ
ー
ダ
ー
と
し
て
前
進
を
続
け
る
で
あ
ろ
う

と
み
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、昨
年
12
月
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
国
際
労
働
問
題
研
究
所
と
ア
ジ
ア
開

発
銀
行
研
究
所
が
共
催
し
た
会
議
で
焦
点

と
な
っ
た
よ
う
に
、
ア
ジ
ア
経
済
は
、
輸
出

よ
り
も
む
し
ろ
国
内
消
費
が
牽
引
す
る
方

向
に
成
長
の
方
向
を
変
化
さ
せ
る
と
い
う
課

題
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
雇
用
を

生
む
成
長
こ
そ
が
、
可
処
分
所
得
の
上
昇
を

経
由
し
て
、
そ
の
よ
う
な
変
化
に
貢
献
し
、

よ
り
強
固
な
社
会
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト

を
構
築
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。
そ
の

た
め
に
も
、
雇
用
を
中
心
に
す
え
た
経
済
対

策
の
重
要
性
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
継
続
的

に
訴
え
て
き
て
い
ま
す
。

　

２
０
０
６
年
の
前
回
の
地
域
会
議
以
降
、

多
く
の
問
題
が
発
生
し
ま
し
た
。
２
０
０
８

年
ま
で
に
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
多
く
の

国
々
で
食
料
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
価
格
が
高
騰

し
、低
所
得
者
層
の
生
活
を
苦
し
め
ま
し
た
。

こ
う
し
た
状
況
を
さ
ら
に
悪
化
さ
せ
た
の

が
、
不
均
等
な
報
酬
制
度
と
い
え
ま
す
。
利

潤
が
複
合
化
し
、
経
済
成
長
が
毎
年
二
桁
に

達
す
る
国
で
さ
え
、
実
質
賃
金
は
そ
れ
に
対

応
し
て
い
な
か
っ
た
の
で
す
。
紙
の
上
で
の

成
長
率
は
高
く
て
も
、
社
会
保
障
の
よ
う
な

支
え
が
ほ
と
ん
ど
、
あ
る
い
は
全
く
な
い
中

で
、
家
族
を
養
い
、
病
人
や
高
齢
者
を
介
護

し
、
子
ど
も
た
ち
を
教
育
す
る
こ
と
に
汲
々

と
す
る
多
く
の
労
働
者
の
日
々
の
暮
ら
し
と

い
う
実
体
経
済
に
お
い
て
は
、
そ
の
成
長
率

を
実
感
す
る
こ
と
は
難
し
か
っ
た
の
で
す
。

　

そ
れ
に
続
い
て
世
界
経
済
危
機
に
見
舞
わ

れ
ま
し
た
。
多
く
の
先
進
国
で
、
商
業
銀
行

部
門
が
崩
壊
し
て
信
用
危
機
を
招
き
、
世

界
中
で
混
乱
が
生
じ
ま
し
た
。「
金
融
危
機
」

と
し
て
始
ま
っ
た
も
の
が
、
実
体
経
済
の
危

機
と
な
り
、
そ
し
て
仕
事
の
危
機
に
転
じ
ま

し
た
。
支
出
を
抑
え
る
先
進
国
の
消
費
者
た

ち
は
、
ア
ジ
ア
で
生
産
さ
れ
た
商
品
や
サ
ー

ビ
ス
の
購
買
を
控
え
、
そ
し
て
そ
れ
が
失
業

の
増
大
へ
と
続
い
て
い
っ
た
の
で
す
。
現
在

で
は
、
状
況
は
多
少
改
善
し
、
ア
ジ
ア
太
平

洋
の
多
く
の
国
で
は
域
内
で
の
貿
易
が
増
加

し
、欧
米
へ
の
輸
出
依
存
が
減
少
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
全
体
的
に
見
た
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
の
経
済
は
、
他
の
地
域
よ
り
も
好
調
で
は

あ
る
も
の
の
、
そ
の
回
復
は
部
分
的
と
い
え

ま
す
。
多
少
の
例
外
は
あ
る
も
の
の
、
仕
事

の
創
出
は
経
済
回
復
に
遅
れ
、
危
機
前
に
見

ら
れ
た
不
均
衡
が
再
び
際
立
っ
て
い
ま
す
。

（
地
域
の
抱
え
る
課
題
）

　

ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
に
は
、
こ
の
ほ
か

第
15
回
Ｉ
Ｌ
Ｏ
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
会
議
に
つ
い
て

Ｉ
Ｌ
Ｏ
駐
日
事
務
所
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日本政府主催セッション
「自然災害危機対応～雇用政策を中心に～」について

　本年3月11日に発生した東日本大震災は被災地の雇用に甚大な
影響を及ぼし、3月12日から7月31日までの約4か月半で交付され
た雇用保険離職票は被災三県で前年比1.9倍の15万3173件に達
しているなど、被災者の雇用は深刻な問題となっています。日本政
府は、4月5日に「日本はひとつ」しごとプロジェクトをとりまとめ、
復旧事業等による確実な雇用創出、被災した方々の新たな就職に
向けた支援、被災した方々の雇用の維持・生活の安定のための総
合対策を実施しています。
　アジア太平洋地域では、世界の自然災害の40%が発生し、死者
については82%を占めるといわれ、ILOも重視している地域です。
当該地域における自然災害対応について、ILOの知見の提供、積極
的援助が期待されています。
　大規模な自然災害は、社会インフラや産業の基盤に被害を与え
ることにより、広範囲において雇用に危機をもたらします。第15
回アジア太平洋地域会議において、「自然災害危機対応～雇用政策
を中心に～」をテーマとする日本政府主催特別セッションを開催し、
日本の政策、ILOや各国での取組を基に、自然災害時の雇用政策の
教訓をとりまとめ、自然災害による雇用危機に対処する能力が高
められるよう、日本政府として国際貢献をしていきたいと考えてい
ます。（大臣官房国際課）

に
も
多
く
の
課
題
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
地

域
に
は
大
規
模
な
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
経
済
が

あ
り
、
脆
弱
な
労
働
者
を
多
く
抱
え
て
い

ま
す
。
ま
た
、
ほ
と
ん
ど
の
国
で
、
社
会

保
障
制
度
を
は
じ
め
と
す
る
社
会
的
保
護

が
十
分
に
機
能
し
て
い
ま
せ
ん
。
潜
在
的

な
労
働
力
で
あ
る
女
性
は
、
多
く
の
国
で

依
然
と
し
て
過
小
評
価
さ
れ
、
不
完
全
就

業
の
状
態
に
置
か
れ
て
い
ま
す
。
人
口
爆

発
を
迎
え
て
い
る
国
も
あ
る
中
、
仕
事
の

な
い
若
者
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
労
働
力

移
動
の
制
度
が
移
民
と
使
用
者
の
双
方
に

利
益
を
も
た
ら
す
た
め
に
は
、
十
分
な
配

慮
と
と
も
に
生
産
的
か
つ
体
系
的
に
計
画

さ
れ
、
労
働
は
商
品
で
は
な
い
と
い
う
事

実
を
再
確
認
し
て
、
人
権
の
観
点
が
大
切

に
さ
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

新
た
に
出
現
し
た
課
題
も
あ
り
ま
す
。
気

候
変
動
に
伴
う
問
題
は
そ
の
代
表
的
な
も
の

で
す
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
、
産
業
界
と
労
働
者
の
双

方
が
、
非
効
率
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
浪
費
す
る

現
状
か
ら
、
よ
り
ク
リ
ー
ン
で
環
境
に
や
さ

し
い
手
法
へ
と
移
行
し
、
加
盟
国
が
自
国
の

二
酸
化
炭
素
排
出
目
標
を
達
成
で
き
る
よ

う
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま

す
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は「
グ
リ
ー
ン
・
ジ
ョ
ブ
」と
い

う
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
打
ち
出
し
、
様
々
な

取
組
を
始
め
て
い
ま
す
。

（
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
重
要
性
）

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
、そ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、

加
盟
国
や
他
の
多
く
の
多
国
間
機
関
と
共
に

活
動
し
て
い
ま
す
。
現
在
も
継
続
し
て
い
る

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
日
本
政
府
に
よ
る
マ
ル
チ
・
バ
イ
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
１
９
７
４
年
に
始
ま
っ
た

最
も
先
駆
的
な
も
の
で
、
地
域
の
技
術
協
力

活
動
の
中
で
最
も
重
要
な
も
の
の
一
つ
で
す
。

ま
た
、
日
本
政
府
の
拠
出
に
よ
る
国
連
の
信

託
基
金
で
あ
る
人
間
の
安
全
保
障
基
金
も
、

「
人
間
の
安
全
保
障
」の
重
要
性
に
深
く
共

感
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
し
て
も
、
大
切
な
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。
本
年
6
月
に
は
日
本
政
府

の
拠
出
に
よ
り
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
社
会
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
構
築
の
た
め
の
基
金
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。
今
回
の
基
金
は
、
社
会
的
保
護
の
改

善
に
携
わ
る
研
究
機
関
、
労
働
組
合
、
使
用

者
団
体
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
能
力
、
影
響
力
、
効
果

を
強
化
す
る
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
会
議

開
催
等
を
助
成
す
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に
は

統
計
分
析
や
人
材
育
成
な
ど
の
活
動
も
含

ま
れ
ま
す
。
資
金
は
、
職
業
紹
介
・
訓
練
、

労
働
安
全
衛
生
な
ど
、
災
害
支
援
に
関
わ
る

活
動
に
も
充
て
ら
れ
ま
す
。
直
近
で
は
、
国

際
協
力
機
構（
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
）に
よ
る
太
平
洋

地
域
で
の
環
境
問
題（
廃
棄
物
管
理
）の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
専
門
性
を

生
か
し
た
廃
棄
物
収
集
に
お
け
る
労
働
安

全
衛
生
の
確
保
と
い
う
分
野
で
協
働
し
て
い

ま
す
。

　

近
年
で
は
、
日
本
ば
か
り
で
は
な
く
、
Ｉ

Ｌ
Ｏ
と
韓
国
政
府
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
が
加
わ
り
、
続
い
て
、
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
政
府
と
の
間
で
も
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
に
つ
い
て
合
意
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）の
よ

う
な
地
域
統
合
組
織
や
ア
ジ
ア
開
発
銀
行

な
ど
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
と
な
っ
て
い

ま
す
。

（
最
後
に
）

　

我
々
が
目
標
と
す
る「
ア
ジ
ア
に
お
け
る

デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
の
10
年
」の
最
終

年
で
あ
る
２
０
１
５
年
は
、
国
連
の
ミ
レ
ニ

ア
ム
開
発
目
標（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）達
成
の
期
限
で

も
あ
り
ま
す
。
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
８
つ
の
目
標
の

う
ち
の
第
１
の
目
標
は
、「
貧
困
の
撲
滅
」で

す
が
、
具
体
的
目
標
と
し
て
、「
完
全
か
つ

生
産
的
な
雇
用
と
、
女
性
や
若
者
を
含
め
、

す
べ
て
の
人
々
の
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク

を
達
成
す
る
」と
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

政
労
使
と
の
協
力
の
下
、「
す
べ
て
の
人

に
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
を
」
と
い
う
目

標
を
実
現
し
、
そ
し
て
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
達
成
す

べ
く
、
大
き
く
前
進
す
べ
き
時
で
す
。
今
回

の
会
議
が
そ
の
た
め
の
大
き
な
推
進
力
と
な

る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。 

（
注
）ア
ジ
ア
・
太
平
洋
地
域
に
属
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の

加
盟
国
・
地
域
数
は
、
45
か
国
・
地
域
で

す
が
、
現
在
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
会
決
議
に
よ
り
Ｉ

Ｌ
Ｏ
の
公
的
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
で
き
な
い
こ

と
と
な
っ
て
い
る
ミ
ャ
ン
マ
ー
を
除
い
た
44

か
国
・
地
域
が
招
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
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